
 

要配慮者利用施設における避難確保計画作成状況 

（令和６年９月時点） 
 

（洪水） 

施設区分 対象施設数 
避難確保計画 

作成済施設数 
作成率 

社会福祉施設 103,966 91,614 88% 

学校 12,585 11,760 93% 

医療施設 10,019 8,045 80% 

総数※ 126,174 111,393 88% 

 

（土砂災害） 

施設区分 対象施設数 
避難確保計画 

作成済施設数 
作成率 

社会福祉施設 15,593 13,830 89% 

学校 5,744 5,186 90% 

医療施設 2,013 1,670 83% 

総数※ 22,596 20,033 89% 

 

（津波） 

施設区分 対象施設数 
避難確保計画 

作成済施設数 
作成率 

社会福祉施設 8,818 6,635 75% 

学校 1,404 1,183 84% 

医療施設 1,284 772 60% 

総数※ 11,477 8,511 74% 

 

 

※２以上の分類に該当する施設が存在するため、社会福祉施設、学校、医療施設それ

ぞれの施設数の合計が必ずしも全体の施設数と一致しない 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 



令和6年9月30日現在

都道府県

対象
要配慮者
利用施設
【医療施設】

避難確保計画
を作成している
施設数

作成率

北海道 464 329 71%

青森県 108 93 86%

岩手県 332 278 84%

宮城県 171 142 83%

秋田県 75 74 99%

山形県 45 43 96%

福島県 141 94 67%

茨城県 195 170 87%

栃木県 70 56 80%

群馬県 184 180 98%

埼玉県 307 221 72%

千葉県 254 170 67%

東京都 359 287 80%

神奈川県 375 163 43%

新潟県 91 87 96%

富山県 145 119 82%

石川県 78 75 96%

福井県 77 77 100%

山梨県 113 74 65%

長野県 166 142 86%

岐阜県 240 214 89%

静岡県 184 160 87%

愛知県 316 250 79%

三重県 97 81 84%

滋賀県 102 81 79%

京都府 142 106 75%

大阪府 435 424 97%

兵庫県 310 235 76%

奈良県 113 87 77%

和歌山県 127 93 73%

鳥取県 44 41 93%

島根県 57 48 84%

岡山県 249 210 84%

広島県 180 168 93%

山口県 263 215 82%

徳島県 249 249 100%

香川県 93 66 71%

愛媛県 328 265 81%

高知県 142 108 76%

福岡県 439 309 70%

佐賀県 184 156 85%

長崎県 274 164 60%

熊本県 520 506 97%

大分県 192 190 99%

宮崎県 553 521 94%

鹿児島県 413 224 54%

沖縄県 23 0 0%

合計 10,019 8,045 80%

市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設数（医療施設）、計画作成状況（洪水）



令和6年9月30日現在

都道府県

対象
要配慮者
利用施設
【医療施設】

避難確保計画を
作成している
施設数

作成率

北海道 44 35 80%

青森県 15 15 100%

岩手県 41 27 66%

宮城県 15 12 80%

秋田県 18 18 100%

山形県 5 5 100%

福島県 22 17 77%

茨城県 18 18 100%

栃木県 12 10 83%

群馬県 22 22 100%

埼玉県 8 8 100%

千葉県 14 11 79%

東京都 92 74 80%

神奈川県 159 87 55%

新潟県 29 25 86%

富山県 13 13 100%

石川県 10 8 80%

福井県 16 16 100%

山梨県 20 20 100%

長野県 53 53 100%

岐阜県 91 86 95%

静岡県 49 40 82%

愛知県 26 24 92%

三重県 25 23 92%

滋賀県 13 11 85%

京都府 36 29 81%

大阪府 26 26 100%

兵庫県 68 60 88%

奈良県 18 18 100%

和歌山県 45 32 71%

鳥取県 16 11 69%

島根県 35 28 80%

岡山県 31 21 68%

広島県 84 77 92%

山口県 97 83 86%

徳島県 52 52 100%

香川県 11 10 91%

愛媛県 75 68 91%

高知県 77 77 100%

福岡県 79 65 82%

佐賀県 32 24 75%

長崎県 138 117 85%

熊本県 59 58 98%

大分県 47 43 91%

宮崎県 36 34 94%

鹿児島県 104 56 54%

沖縄県 17 3 18%

合計 2,013 1,670 83%

市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設数（医療施設）、計画作成状況（土砂災害）



令和6年9月30日現在

都道府県

対象
要配慮者
利用施設
【医療施設】

避難確保計画
を作成している
施設数

作成率

北海道 110 43 39%

青森県 42 19 45%

岩手県 3 1 33%

宮城県 － － －

秋田県 4 4 100%

山形県 3 3 100%

福島県 － － －

茨城県 － － －

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県 － － －

東京都 － － －

神奈川県 59 41 69%

新潟県 5 4 80%

富山県 0 0 －

石川県 0 0 －

福井県 0 0 －

山梨県

長野県

岐阜県 － － －

静岡県 33 17 52%

愛知県 99 68 69%

三重県 － － －

滋賀県

京都府 1 1 100%

大阪府 － － －

兵庫県 － － －

奈良県

和歌山県 90 58 64%

鳥取県 1 1 100%

島根県 3 1 33%

岡山県 － － －

広島県 146 137 94%

山口県 57 47 82%

徳島県 130 130 100%

香川県 － － －

愛媛県 179 93 52%

高知県 133 35 26%

福岡県 15 10 67%

佐賀県 － － －

長崎県 29 24 83%

熊本県 － － －

大分県 37 23 62%

宮崎県 － － －

鹿児島県 0 0 －

沖縄県 105 12 11%

合計 1,284 772 60%

※

※

グレー着色は、津波浸水想定設定の対象外

緑着色は、津波災害警戒区域未指定

市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設数（医療施設）、計画作成状況（津波）


